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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧粉磁心用の鉄基粉末であって、
目開き４２５μｍの篩を用いて篩い分けしたときに、該篩を通過しない鉄基粉末が１０質
量％以下で、
目開き７５μｍの篩を用いて篩い分けしたときに、該篩を通過しない鉄基粉末が８０質量
％以上であり、且つ、
少なくとも５０個の鉄基粉末断面を観察し、各鉄基粉末について結晶粒径を測定して最大
結晶粒径を少なくとも含む結晶粒径分布を求めたときに、測定した結晶粒のうち結晶粒径
が５０μｍ以上である結晶粒が７０％以上であることを特徴とする圧粉磁心用の鉄基粉末
。
【請求項２】
　前記鉄基粉末は、表面に絶縁皮膜が形成されているものである請求項１に記載の鉄基粉
末。
【請求項３】
　前記絶縁皮膜が、リン酸系化成皮膜である請求項２に記載の鉄基粉末。
【請求項４】
　前記リン酸系化成皮膜に、Ｎａ、Ｓ、Ｓｉ、ＷおよびＣｏよりなる群から選択される１
種以上の元素が含まれているものである請求項３に記載の鉄基粉末。
【請求項５】
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　前記リン酸系化成皮膜の表面に、更にシリコーン樹脂皮膜が形成されているものである
請求項３または４に記載の鉄基粉末。
【請求項６】
　請求項２～５のいずれかに記載の鉄基粉末を成形して得られた圧粉磁心であって、密度
が７．５ｇ／ｃｍ3以上であることを特徴とする圧粉磁心。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、鉄粉や鉄基合金粉末（以下、これらを総称して鉄基粉末と呼ぶことがある）
等の軟磁性鉄基粉末を圧粉成形し、電磁気部品用の圧粉磁心を製造する際に用いる圧粉磁
心用鉄基粉末に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　交流で使用される電磁気部品（例えば、モータなど）の磁心（コア材）には、従来、電
磁鋼板や電気鉄板等を積層したものが用いられていたが、近年は、軟磁性の鉄基粉末を圧
粉成形し、これを歪取焼鈍して製造される圧粉磁心が利用されるようになってきた。鉄基
粉末を圧粉成形することで、形状の自由度が高くなり、三次元形状の磁心でも容易に製造
できる。そのため、電磁鋼板や電気鉄板等を積層したものを用いたものと比べて小型化や
軽量化が可能になる。また、圧粉成形後には、歪取焼鈍することで、原料粉末の製造時や
圧粉成形時に導入された歪みが解放され、鉄損、特にヒステリシス損を低減することがで
きる。
【０００３】
　ところが鉄基粉末を圧粉成形して製造される圧粉磁心は、例えば１ｋＨｚ以上の高周波
帯域では良好な電磁変換特性を示すが、一般にモータが動作している駆動条件下［例えば
、駆動周波数が数１００Ｈｚ～１ｋＨｚで、駆動磁束が１Ｔ（テスラ）以上］では、電磁
変換特性が劣化する傾向がある。この電磁変換特性の劣化［即ち、磁気変換時のエネルギ
ー損失（鉄損）］は、材料内磁束変化が緩和現象（磁気共鳴など）を伴わない領域であれ
ば、ヒステリシス損と渦電流損の和で表されることが知られている（例えば、非特許文献
１参照）。
【０００４】
　このうちヒステリシス損は、Ｂ－Ｈ（磁束密度－磁場）カーブの面積に相当すると考え
られている。このＢ－Ｈカーブの形に影響を与え、ヒステリシス損を支配する因子として
は、圧粉磁心の保磁力（Ｂ－Ｈカーブのループ幅）や最大磁束密度などが挙げられる。つ
まりヒステリシス損は保磁力に比例するため、ヒステリシス損を低減するには、保磁力を
小さくすればよい。
【０００５】
　これに対し、渦電流損は、磁場変化に対する電磁誘導で発生する起電力に伴う誘導電流
のジュール損失である。この渦電流損は、磁場変化速度、つまり周波数の２乗に比例する
と考えられており、圧粉磁心の電気抵抗が小さいほど、また渦電流の流れる範囲が大きい
ほど渦電流損は大きくなる。この渦電流は、個々の鉄基粉末粒子内に流れる粒子内渦電流
と、鉄基粉末粒子間にまたがって流れる粒子間渦電流に大別される。そのため個々の鉄基
粉末の電気的な絶縁が完全であれば、粒子間渦電流は発生しないため、粒子内渦電流のみ
となり、渦電流損を低減できる。
【０００６】
　ところで上記電磁変換特性の劣化は、一般にモータが動作している低周波数帯（例えば
、数１００Ｈｚ～１ｋＨｚ）においては、渦電流損よりもヒステリシス損の方が支配的で
あるため、ヒステリシス損を低減することが求められている。
【０００７】
　ヒステリシス損を低減する技術として、非特許文献１には、高純度化と粒子内歪み低減
による磁性粉末の低保磁力化と、絶縁皮膜改良による圧粉成形体の高密度化、高電気抵抗
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化、耐熱性向上に着目し、特性改善を目指した技術が開示されている。しかしこの技術で
は、鉄基粉末に不可避的に含まれる不純物量を低減し、高純度化した鉄基粉末を用いる必
要があるため、一般に市販されている鉄基粉末を使用することができず、汎用性がない。
【０００８】
　一方、特許文献１には、粒度構成がＪＩＳ　Ｚ８８０１号に定める篩を用いた篩わけ重
量比（％）で、－６０／＋８３メッシュが５％以下、－８３／＋１００メッシュが４％以
上１０％以下、－１００／＋１４０メッシュが１０％以上２５％以下、３３０メッシュ通
過分が１０％以上３０％以下であり、－６０／＋２００メッシュの平均結晶粒径がＪＩＳ
で規定されるフェライト結晶粒径測定法で６．０以下の粗大結晶粒である粉末冶金用純鉄
粉が提案されている。この特許文献１には、フェライト結晶粒径を大きくすれば、軟質磁
気特性に対しても磁界が少なくなり、磁区の形成の抑止と内部損失の面から有利に作用す
ることが記載されている。しかしこの特許文献１では、圧縮成形品の均質性を損ない、強
度上の欠陥を発生させないように、６０メッシュ（目開き２５０μｍの篩）を通過しない
粗粒を使用していない。
【０００９】
　また、特許文献２には、金属粉末粒子の切断面において、一個の金属粉末粒子における
結晶粒の数を平均で１０個以内に設定することが記載されており、結晶粒の数を低減させ
る方法として、金属粉末粒子を加熱雰囲気で高温に加熱すればよいことが開示されている
。しかし本発明者らが、上記特許文献２に開示されている技術について検討したところ、
個々の金属粉末粒子における結晶粒の数を制御した場合であっても、圧粉磁心の透磁率を
改善できず、ヒステリシス損を低減できない場合があった。従って圧粉磁心の鉄損も充分
には改善できていない場合あった。
【非特許文献１】「ＳＥＩテクニカルレビュー第１６６号」、住友電気工業発行、２００
５年３月、Ｐ．１～６
【特許文献１】特開平６－２００７号公報
【特許文献２】特開２００２－１２１６０１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は、この様な状況に鑑みてなされたものであり、その目的は、圧粉磁心の保磁力
を小さくし、ヒステリシス損を低減できる圧粉磁心用の鉄基粉末を提供することにある。
また、本発明の他の目的は、ヒステリシス損に加えて、渦電流損も低減することによって
圧粉磁心の鉄損を低減できる圧粉磁心用の鉄基粉末を提供することにある。更に、本発明
の他の目的は、鉄損の低い圧粉磁心を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは、上記特許文献２に開示された技術を踏まえて、圧粉磁心のヒステリシス
損を低減すべく、圧粉磁心の保磁力と、該圧粉磁心を構成する鉄基粉末の結晶粒の関係に
ついて検討を重ねてきた。その結果、圧粉磁心の保磁力は、結晶粒の数ではなく、結晶粒
径の大きさに支配され、特に小さい結晶粒径が保磁力に悪影響を及ぼしていることを見出
し、本発明を完成した。
【００１２】
　即ち、上記課題を解決することのできた本発明に係る圧粉磁心用鉄基粉末は、少なくと
も５０個の鉄基粉末断面を観察し、各鉄基粉末について結晶粒径を測定して最大結晶粒径
を少なくとも含む結晶粒径分布を求めたときに、７０％以上の結晶粒径が５０μｍ以上で
ある点に要旨を有する。
【００１３】
　上記鉄基粉末は、目開き７５μｍの篩を用いて篩い分けしたときに、該篩を通過しない
鉄基粉末が８０質量％以上であるものが好ましい。
【００１４】
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　前記鉄基粉末には、渦電流損を低減するために、表面に絶縁皮膜が形成されており、該
絶縁皮膜は、リン酸系化成皮膜であることが好ましい。前記リン酸系化成皮膜には、Ｎａ
、Ｓ、Ｓｉ、ＷおよびＣｏよりなる群から選択される１種以上の元素が含まれているもの
を用いることがより好ましい。また、前記リン酸系化成皮膜の表面には、更にシリコーン
樹脂皮膜が形成されていることが推奨される。なお、本発明には、上記鉄基粉末を成形し
て得られた圧粉磁心も包含され、特に密度が７．５ｇ／ｃｍ3以上であることが好ましい
。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、個々の鉄基粉末を構成する結晶粒径を大きくすることによって、圧粉
磁心の保磁力が小さくなり、その結果、ヒステリシス損を低減できる。また、本発明によ
れば、結晶粒径を大きくした鉄基粉末の表面に、絶縁皮膜を形成することによって、ヒス
テリシス損のほか、渦電流損も小さくできるため、鉄損を低減した圧粉磁心を製造できる
鉄基粉末を提供することができる。更に、本発明によれば、ヒステリシス損と渦電流損の
両方が低減され、鉄損が小さい圧粉磁心を提供できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　本発明に係る圧粉磁心用鉄基粉末は、鉄基粉末断面を観察し、各鉄基粉末について結晶
粒径を測定して最大結晶粒径を少なくとも含む結晶粒径分布を求めたときに、７０％以上
の結晶粒径が５０μｍ以上である。結晶粒径が５０μｍ以上のものを多くすることで、後
述する実施例で示すように、圧粉磁心の保磁力を小さくすることができ、その結果、ヒス
テリシス損を低減できる。結晶粒径が５０μｍ以上の鉄基粉末の割合は、８０％以上であ
ることが好ましく、より好ましくは９０％以上である。
【００１７】
　また結晶粒径は、５５μｍ以上であることが好ましく、より好ましくは６０μｍ以上で
ある。即ち、鉄基粉末断面を観察し、各鉄基粉末について結晶粒径を測定して最大結晶粒
径を少なくとも含む結晶粒径分布を求めたときに、７０％以上（好ましくは８０％以上、
より好ましくは９０％以上）の結晶粒径が５５μｍ以上であることが好ましく、より好ま
しくは６０μｍ以上である。
【００１８】
　上記結晶粒径は次の手順で測定すればよい。鉄基粉末を樹脂に埋め込み、これを切断し
て鉄基粉末の断面を露出させ、該鉄基粉末断面を鏡面研磨し、鏡面研磨した断面をナイタ
ールでエッチングし、この断面を光学顕微鏡で例えば１００～４００倍で観察撮影した写
真から対象となる結晶粒をトレースして画像解析する。画像解析は、画像処理プログラム
「Ｉｍａｇｅ－Ｐｒｏ　Ｐｌｕｓ」（米国　Ｍｅｄｉａ　Ｃｙｂｅｒｎｅｔｉｃｓ製）を
用い、解析対象とするオブジェクトの重心を求め、この重心を通るように、該オブジェク
ト上に直線を引き、オブジェクトの外周線との交点間距離を測定し、これを２度刻みに１
８０点測定し、測定結果を平均したものを結晶粒径とする。
【００１９】
　測定した結晶粒径のうち、最大のものを最大結晶粒径とし、最大結晶粒径を少なくとも
含むと共に、測定した結晶粒径が大きい方から３個以下の結晶粒径の個数分布を作製する
。個数分布に最大結晶粒径を少なくとも含むのは、大きな結晶粒径がヒステリシス損の低
減に寄与するからである。また結晶粒径が大きい方から３個以下としたのは、鉄基粉末の
断面を観察したときに、該鉄基粉末が２個の結晶粒で構成されている場合や、１個の結晶
粒（即ち、単結晶）で構成されている場合もありうるからである。
【００２０】
　結晶粒径を測定するための鉄基粉末の個数は少なくとも５０個とする。結晶粒径を測定
するための鉄基粉末の個数は、できるだけ多い方がよく、６０個以上であってもよく、或
いは７０個以上であってもよい。従って結晶粒径を測定する個数も少なくとも５０個であ
る。結晶粒径を測定する個数は、できるだけ多い方がよく、６０個以上であってもよく、
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或いは７０個以上であってもよい。
【００２１】
　上記結晶粒径を測定する鉄基粉末は、その粒子径が、該鉄基粉末の粒度分布を考慮した
ときに、極端にバラツキが生じないように選択する。即ち、結晶粒は、粒子径を超えて成
長することはできないため、結晶粒径を測定するときの鉄基粉末の断面径が、粒子径より
も小さい場合には、鉄基粉末の結晶粒径を正確に測定できないからである。一方、結晶粒
径を測定するときの鉄基粉末の断面径が、粒子径よりも大きい場合には、極端に成長しす
ぎた結晶粒径を測定する可能性があり、測定精度が低下するからである。また、鉄基粉末
の断面径が、粒度分布内であっても、断面径が相対的に小さいものを中心に結晶粒径を測
定したり、断面径が相対的に大きいものを中心に結晶粒径を測定しても、測定精度が悪く
なるので、バラツキが生じないようにする。従って鉄基粉末の粒度が例えば７５～２５０
μｍの場合には、鉄基粉末の断面径が７５～２５０μｍの粉末における結晶粒径を測定す
る。なお、鉄基粉末の断面径は、上記結晶粒径を測定するのと同じ手順で測定すればよい
。
【００２２】
　上記結晶粒径を測定し、測定した結晶粒の個数に占める結晶粒径が５０μｍ以上である
個数の占める割合を簡便に算出するためには、鉄基粉末の断面を観察し、該鉄基粉末断面
に認められる結晶粒径を測定し、この結晶粒径の分布を作成したときに、結晶粒径が小さ
い方から数えて３０％（以下、Ｄ３０ということがある）に当たる結晶粒径が５０μｍ以
上であればよい。
【００２３】
　本発明の鉄基粉末は、目開き７５μｍの篩を用いて篩い分けしたときに、該篩を通過し
ないもの（篩上に残るもの）が８０質量％以上となるものが好ましい。粒子径が小さな鉄
基粉末を少なくすることで、結晶粒径が小さな鉄基粉末を極力少なくするためである。粒
子径が７５μｍ以上の鉄基粉末が占める割合は、９０質量％以上であることが好ましく、
より好ましくは９５質量％以上、更に好ましくは９９質量％以上である。
【００２４】
　上記鉄基粉末の粒子径は大きい方がよく、好ましくは１０６μｍ以上、より好ましくは
１５０μｍ以上である。即ち、目開き１０６μｍの篩を用いて篩分けしたときに、該篩を
通過しない鉄基粉末が８０質量％以上となるものが好ましく、目開き１５０μｍの篩を用
いて篩い分けしたときに、該篩を通過しない鉄基粉末が８０質量％以上となるものがより
好ましい。なお、鉄基粉末の粒子径の上限は特に限定されないが、粒子径が大きくなり過
ぎると、鉄基粉末を金型へ充填するときに金型の細部への充填性が悪くなったり、圧粉磁
心の強度が小さくなるため、目開き４２５μｍの篩を用いて篩い分けしたときに、粒子径
が４２５μｍ以上の鉄基粉末が１０質量％以下となるものが好ましく、目開き２５０μｍ
の篩を用いて篩い分けしたときに、粒子径が２５０μｍ以上の鉄基粉末が３０質量％以下
となるものがより好ましい。
【００２５】
　なお、鉄基粉末の粒子径は、日本粉末冶金工業会で規定される「金属粉のふるい分析試
験方法」（ＪＰＭＡ　Ｐ０２－１９９２）に準拠して分級して測定した値である。
【００２６】
　上記の通り、本発明の鉄基粉末は、該鉄基粉末を構成する結晶粒径を大きくすることで
、圧粉磁心の保磁力を小さくし、ヒステリシス損を低減できるが、圧粉磁心の鉄損を改善
するには、ヒステリシス損の他に、渦電流損を低減する必要がある。そこで渦電流損を低
減するには、上記鉄基粉末を圧粉成形したときに、鉄基粉末同士の界面に絶縁体が存在し
ていればよい。鉄基粉末同士の界面に絶縁体を存在させるには、例えば、上記鉄基粉末の
表面に絶縁皮膜を積層したものを圧粉成形するか、上記鉄基粉末と絶縁用粉末を混合した
ものを圧粉成形すればよい。好ましくは上記鉄基粉末の表面に絶縁皮膜を積層したものを
圧粉成形するのがよい。
【００２７】
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　上記絶縁皮膜や上記絶縁用粉末の種類は特に限定されず、公知のものを用いることがで
き、例えば、成形体の比抵抗を４端子法で測定したときに、比抵抗が５０μΩ・ｍ程度以
上になるものであればよい。
【００２８】
　上記絶縁皮膜の素材としては、例えば、リン酸系化成皮膜やクロム系化成皮膜などの無
機物や樹脂を用いることができる。樹脂としては、例えば、シリコーン樹脂、フェノール
樹脂、エポキシ樹脂、フェノキシ樹脂、ポリアミド樹脂、ポリイミド樹脂、ポリフェニレ
ンサルファイド樹脂、スチレン樹脂、アクリル樹脂、スチレン／アクリル樹脂、エステル
樹脂、ウレタン樹脂、ポリエチレンなどのオレフィン樹脂、カーボネート樹脂、ケトン樹
脂、フッ化メタクリレートやフッ化ビニリデンなどのフッ素樹脂、ＰＥＥＫなどのエンジ
ニアリングプラスチックまたはその変性品などを使用できる。
【００２９】
　こうした絶縁皮膜の中でも、特にリン酸系化成皮膜を形成すればよい。リン酸系化成皮
膜は、オルトリン酸（Ｈ3ＰＯ4）などによる化成処理によって生成するガラス状の皮膜で
あり、電気絶縁性に優れている。
【００３０】
　リン酸系化成皮膜の膜厚は１～２５０ｎｍ程度が好ましい。膜厚が１ｎｍより薄いと絶
縁効果が発現し難いからである。しかし膜厚が２５０ｎｍを超えると絶縁効果が飽和する
上、圧粉体の高密度化を阻害するため望ましくない。付着量として言えば０．０１～０．
８質量％程度が好適範囲である。
【００３１】
　上記リン酸系化成皮膜は、Ｎａ，Ｓ，Ｓｉ，ＷおよびＣｏよりなる群から選択される１
種以上の元素が含まれていることが好ましい。これらの元素は、リン酸系化成皮膜中の酸
素が高温での歪取焼鈍中にＦｅと半導体を形成するのを阻害し、歪取焼鈍による比抵抗の
低下を抑制するのに有効に作用すると考えられるからである。
【００３２】
　これらの元素は、２種以上を併用しても構わない。組み合わせが容易で、熱的安定性に
優れていたのは、ＳｉとＷ、ＮａとＳとＣｏの組み合わせであり、最も好ましいのはＮａ
とＳとＣｏの組み合わせである。
【００３３】
　これらの元素の添加によって高温で歪取焼鈍しても比抵抗の低下を抑制するためには、
リン酸系化成皮膜形成後の鉄粉１００質量％中の量として、Ｐは０．００５～１質量％、
Ｎａは０．００２～０．６質量％、Ｓは０．００１～０．２質量％、Ｓｉは０．００１～
０．２質量％、Ｗは０．００１～０．５質量％、Ｃｏは０．００５～０．１質量％が好適
である。
【００３４】
　また、本発明のリン酸系化成皮膜には、ＭｇやＢが含まれていてもよい。このとき、リ
ン酸系化成皮膜形成後の鉄粉１００質量％中の量として、Ｍｇ，Ｂ共に、０．００１～０
．５質量％が好適である。
【００３５】
　本発明では、上記リン酸系化成皮膜の表面には、更にシリコーン樹脂皮膜が形成されて
いるのが推奨される。シリコーン樹脂皮膜は、電気絶縁性の熱的安定性を向上させる他、
圧粉磁心の機械的強度も高める作用を有する。即ち、シリコーン樹脂の架橋・硬化反応終
了時（圧粉成形体の成形時）には、耐熱性に優れたＳｉ－Ｏ結合を形成して熱的安定性に
優れた絶縁皮膜となる。また、粉末同士が強固に結合するので、機械的強度が増大する。
【００３６】
　シリコーン樹脂としては、硬化が遅いものでは粉末がベトついて皮膜形成後のハンドリ
ング性が悪いので、二官能性のＤ単位（Ｒ2ＳｉＸ2：Ｘは加水分解性基）よりは、三官能
性のＴ単位（ＲＳｉＸ3：Ｘは前記と同じ）を多く持つものが好ましい。しかし、四官能
性のＱ単位（ＳｉＸ4：Ｘは前記と同じ）が多く含まれていると、予備硬化の際に粉末同
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士が強固に結着してしまい、後の成形工程が行えなくなるため好ましくない。よって、Ｔ
単位が６０モル％以上のシリコーン樹脂が好ましく、８０モル％以上のシリコーン樹脂が
より好ましく、全てＴ単位であるシリコーン樹脂が最も好ましい。
【００３７】
　上記シリコーン樹脂としては、上記Ｒがメチル基またはフェニル基となっているメチル
フェニルシリコーン樹脂が一般的で、フェニル基を多く持つ方が耐熱性は高いとされてい
る。
【００３８】
　但し、リン酸系化成皮膜に、Ｎａ，Ｓ，Ｓｉ，ＷおよびＣｏよりなる群から選択される
１種以上の元素を含有させ、高温で歪取焼鈍する際には、上記フェニル基の存在は、それ
ほど有効とは言えない。その理由は、フェニル基の嵩高さが、緻密なガラス状網目構造を
乱して、熱的安定性や鉄との化合物形成阻害効果を逆に低減させるのではないかと考えら
れる。よって高温で歪取焼鈍する際には、メチル基が５０モル％以上のメチルフェニルシ
リコーン樹脂（例えば、信越化学工業製のＫＲ２５５、ＫＲ３１１等）を用いることが好
ましく、７０モル％以上（例えば、信越化学工業製のＫＲ３００等）がより好ましく、フ
ェニル基を全く持たないメチルシリコーン樹脂（例えば、信越化学工業製のＫＲ２５１、
ＫＲ４００、ＫＲ２２０Ｌ、ＫＲ２４２Ａ、ＫＲ２４０、ＫＲ５００、ＫＣ８９等）が最
も好ましい。なお、シリコーン樹脂のメチル基とフェニル基の比率や官能性については、
ＦＴ－ＩＲ等で分析可能である。
【００３９】
　シリコーン樹脂皮膜の厚みとしては、１～２００ｎｍが好ましい。より好ましい厚みは
１～１００ｎｍである。また、リン酸系化成皮膜とシリコーン樹脂皮膜との合計厚みは２
５０ｎｍ以下とすることが好ましい。２５０ｎｍを超えると、磁束密度の低下が大きくな
ることがある。また、鉄損を小さくするには、リン酸系化成皮膜をシリコーン樹脂皮膜よ
り厚めに形成することが望ましい。
【００４０】
　上記シリコーン樹脂皮膜の付着量は、リン酸系化成皮膜が形成された鉄基粉末とシリコ
ーン樹脂皮膜との合計を１００質量％としたとき、０．０５～０．３質量％となるように
調整することが好ましい。０．０５質量％より少ないと、絶縁性に劣り、電気抵抗が低く
なる。一方、０．３質量％より多く加えると、成形体の高密度化が達成しにくい。
【００４１】
　上記では、鉄基粉末の表面に絶縁皮膜を積層したものを圧粉成形する場合を中心に説明
したが、本発明はこれに限定されるものではなく、例えば、上記鉄基粉末の表面に、リン
酸系化成皮膜やクロム系化成皮膜などの無機物を被覆した粉末と、上記樹脂からなる絶縁
用粉末を混合したものを圧粉成形してもよい。樹脂の配合量は、混合粉末全体に対して、
０．０５～０．５質量％程度とするのがよい。
【００４２】
　本発明の圧粉磁心用鉄基粉末には、さらに潤滑剤が含有されたものであってもよい。こ
の潤滑剤の作用により、鉄基粉末を圧粉成形する際の粉末間、あるいは鉄基粉末と成形型
内壁間の摩擦抵抗を低減でき、成形体の型かじりや成形時の発熱を防止することができる
。
【００４３】
　このような効果を有効に発揮させるためには、潤滑剤が粉末全量中、０．２質量％以上
含有されていることが好ましい。しかし、潤滑剤量が多くなると、圧粉体の高密度化に反
するため、０．８質量％以下にとどめることが好ましい。なお、圧粉成形する際に、成形
型内壁面に潤滑剤を塗布した後、成形するような場合（型潤滑成形）には、０．２質量％
より少ない潤滑剤量でも構わない。
【００４４】
　潤滑剤としては、従来から公知のものを使用すればよく、具体的には、ステアリン酸亜
鉛、ステアリン酸リチウム、ステアリン酸カルシウムなどのステアリン酸の金属塩粉末、
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およびパラフィン、ワックス、天然または合成樹脂誘導体等が挙げられる。
【００４５】
　本発明の圧粉磁心用鉄基粉末は、もちろん圧粉磁心の製造のために用いられるものであ
るが、本発明の鉄基粉末を成形して得られた圧粉磁心は本発明に包含される。この圧粉磁
心は、主に交流で使用されるモータのロータやステータ等のコアとして使用される。
【００４６】
　本発明の鉄基粉末は、上記要件を満足するものであり、その製造方法は特に限定されな
いが、例えば原料鉄基粉末を非酸化性雰囲気で熱処理した後、解砕すれば製造できる。
【００４７】
　原料鉄基粉末は、強磁性体の金属粉末であり、具体例としては、純鉄粉、鉄基合金粉末
（Ｆｅ－Ａｌ合金、Ｆｅ－Ｓｉ合金、センダスト、パーマロイなど）、およびアモルファ
ス粉末等が挙げられる。
【００４８】
　こうした原料鉄基粉末は、例えば、アトマイズ法によって微粒子とした後、還元し、そ
の後粉砕すること等によって製造できる。このような製法では、例えば、日本粉末冶金工
業会で規定される「金属粉のふるい分析試験方法」（ＪＰＭＡ　Ｐ０２－１９９２）で評
価される粒度分布で累積粒度分布が５０％になる平均粒子径が２０～２５０μｍ程度の鉄
基粉末が得られるが、本発明においては７５～３００μｍ程度のものが好ましく用いられ
る。
【００４９】
　上記原料鉄基粉末は、非酸化性雰囲気で熱処理する。熱処理することで、結晶粒の成長
が起こり、結晶粒を粗大化させることができる。
【００５０】
　非酸化性雰囲気としては、還元性雰囲気（例えば、水素ガス雰囲気、水素ガス含有雰囲
気など）、真空雰囲気、不活性ガス雰囲気（例えば、アルゴンガス雰囲気、窒素ガス雰囲
気など）などが挙げられる。
【００５１】
　熱処理温度は、結晶粒の成長が起こる温度に設定すればよく、特に限定されないが８０
０～１１００℃程度とする。８００℃未満では、結晶粒の成長に時間がかかり過ぎるため
、実操業にそぐわない。一方、１１００℃を超えると、短時間で結晶粒の成長が起こるた
め結晶粒は粗大化するが、結晶粒の成長に加えて焼結も進むため、熱処理後に解砕するの
に多大なエネルギーが必要となり、無駄である。
【００５２】
　熱処理時間も特に限定されず、結晶粒の成長が起こり、結晶粒径が所望の大きさに成長
する範囲で設定すればよい。このとき、結晶粒を所望の大きさに成長させるには、熱処理
温度を高くするか、熱処理温度を低くする場合には、熱処理時間を長くすればよく、熱処
理後には、解砕して微細化すればよい。また、熱処理と解砕を繰返すことによって、結晶
粒を所望の大きさに粗大化させてもよい。
【００５３】
　熱処理し、解砕した後には、日本粉末冶金工業会で規定される「金属粉のふるい分析試
験方法」（ＪＰＭＡ　Ｐ０２－１９９２）に準拠して分級して粒度を整えれば、本発明の
鉄基粉末を得ることができる。
【００５４】
　次に、本発明の鉄基粉末に、絶縁皮膜を積層する方法について説明する。なお、以下で
は、絶縁皮膜として、リン酸系化成皮膜とシリコーン樹脂皮膜をこの順で鉄基粉末の表面
に積層する場合について説明する。
【００５５】
　分級して得られた上記鉄基粉末の表面に、絶縁皮膜としてリン酸系化成皮膜を積層させ
るには、水性溶媒にオルトリン酸（Ｈ3ＰＯ4：Ｐ源）などを溶解させて得た溶液（処理液
）を上記鉄基粉末と混合し、乾燥すればよい。
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【００５６】
　また、このリン酸系化成皮膜に、Ｎａ，Ｓ，Ｓｉ，ＷおよびＣｏよりなる群から選択さ
れる１種以上の元素を含有させる場合には、皮膜に含ませようとする元素を含む化合物を
溶解させて得た溶液（処理液）を上記鉄基粉末と混合し、乾燥することで形成できる。
【００５７】
　この化合物としては、Ｎａ2ＨＰＯ4（ＰおよびＮａ源）、Ｎａ3［ＰＯ4・１２ＷＯ3］
・ｎＨ2Ｏ（Ｐ、ＮａおよびＷ源）、Ｎａ4［ＳｉＷ12Ｏ40］・ｎＨ2Ｏ（Ｎａ、Ｓｉおよ
びＷ源）、Ｎａ2ＷＯ4・２Ｈ2Ｏ（ＮａおよびＷ源）、Ｈ2ＳＯ4（Ｓ源）、Ｈ3ＰＷ12Ｏ40

・ｎＨ2Ｏ（ＰおよびＷ源）、ＳｉＯ2・１２ＷＯ3・２６Ｈ2Ｏ（ＳｉおよびＷ源）、Ｍｇ
Ｏ（Ｍｇ源）、Ｈ3ＢＯ3（Ｂ源）、Ｃｏ3（ＰＯ4）2（ＰおよびＣｏ源）、Ｃｏ3（ＰＯ4

）2・８Ｈ2Ｏ（ＰおよびＣｏ源）等が使用可能である。
【００５８】
　上記水性溶媒としては、水、アルコールやケトン等の親水性有機溶媒、これらの混合物
を使用することができ、必要に応じて溶媒中には公知の界面活性剤を添加してもよい。
【００５９】
　リン酸系化成皮膜を積層するに当たっては、固形分０．１～１０質量％程度の処理液を
調製し、上記鉄基粉末１００質量部に対し、１～１０質量部程度添加して、公知の混合機
（例えば、ミキサー、ボールミル、ニーダー、Ｖ型混合機、造粒機等）で混合し、大気中
、減圧下または真空下で、１５０～２５０℃で乾燥することにより、リン酸系化成皮膜が
形成された鉄基粉末が得られる。
【００６０】
　上記リン酸系化成皮膜の表面に、更にシリコーン樹脂皮膜を形成する場合には、アルコ
ール類や、トルエン、キシレン等の石油系有機溶剤等にシリコーン樹脂を溶解させ、この
溶液と、リン酸系化成皮膜を形成した鉄基鉄粉とを混合して有機溶媒を揮発させることに
より形成することができる。
【００６１】
　皮膜形成条件は特に限定されないが、固形分が２～１０質量％程度になるように調製し
た樹脂溶液を、上記リン酸系化成皮膜が形成された鉄基粉末１００質量部に対し、０．５
～１０質量部程度添加して混合し、乾燥すればよい。０．５質量部より少ないと混合に時
間がかかるが、１０質量部を超えると乾燥に時間がかかったり、皮膜が不均一になるおそ
れがある。樹脂溶液は適宜加熱しておいても構わない。
【００６２】
　混合機は前記したものと同様のものが使用可能である。但し、シリコーン樹脂皮膜を形
成する場合は、加熱乾燥により有機溶媒を揮発させればよい。加熱乾燥の際には、例えば
オーブン等で加熱してもよいが、混合容器を温水等で加温してもよい。乾燥後は、目開き
５００μｍ程度の篩を通過させておくことが好ましい。
【００６３】
　乾燥後には、シリコーン樹脂皮膜を予備硬化させることが推奨される。シリコーン樹脂
を予備硬化させた後、解砕することで、流動性に優れた粉末が得られ、圧粉成形の際に成
形型へ、砂のようにさらさらと投入することができるようになる。予備硬化させないと、
例えば温間成形の際に粉末同士が付着して、成形型への短時間での投入が困難となること
がある。予備硬化は、実操業上、ハンドリング性の向上のために非常に有意義である。ま
た、予備硬化させることによって、得られる圧粉磁心の比抵抗が非常に向上することが見
出されている。この理由は明確ではないが、硬化の際の鉄粉との密着性が上がるためでは
ないかと考えられる。
【００６４】
　予備硬化は、具体的には、１００～２００℃で、５～１００分の加熱処理を行う。１３
０～１７０℃で１０～３０分がより好ましい。予備硬化後も、前記したように、目開き５
００μｍ程度の篩を通過させておくことが好ましい。
【００６５】
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　次に、圧粉磁心を製造するに当たっては、上記鉄基粉末の表面に絶縁皮膜が形成された
粉末（例えば、上記リン酸系化成皮膜を形成した鉄基粉末、或いはリン酸系化成皮膜の表
面に更にシリコーン樹脂皮膜を形成した鉄基粉末）を、成形した後、歪取焼鈍すればよい
。
【００６６】
　圧粉成形法は特に限定されず、公知の方法を採用できる。圧粉成形の好適条件は、面圧
で４９０～１９６０ＭＰａ（より好ましくは７９０～１１８０ＭＰａ）である。
【００６７】
　圧粉成形して得られた成形体の密度は特に限定されないが、例えば、７．５ｇ／ｃｍ3

以上であることが好ましい。密度を７．５ｇ／ｃｍ3以上にすれば、強度や磁気特性（磁
束密度）を一層優れたものとすることができる。成形体の密度を７．５ｇ／ｃｍ3以上に
するには、圧粉成形時の面圧を９８０ＭＰａ以上にすればよい。成形温度は、室温成形、
温間成形（１００～２５０℃）のいずれも可能である。型潤滑成形で温間成形を行う方が
、高強度の圧粉磁心が得られるため好ましい。
【００６８】
　成形後は、圧粉磁心のヒステリシス損を低減するため歪取焼鈍する。歪取焼鈍の条件は
特に限定されず、公知の条件を適用できる。
【００６９】
　特に、上記リン酸系化成皮膜が、Ｎａ，Ｓ，Ｓｉ，ＷおよびＣｏよりなる群から選択さ
れる１種以上の元素を含む場合には、歪取焼鈍の温度を従来よりも高くすることができ、
圧粉磁心のヒステリシス損を一層低減できる。このときの歪取焼鈍の温度は４００℃以上
が好ましく、比抵抗の劣化がなければ、より高温で歪取焼鈍することが望ましい。
【００７０】
　歪取焼鈍を行う雰囲気は酸素を含まなければ特に限定されないが、窒素等の不活性ガス
雰囲気下が好ましい。歪取焼鈍を行う時間は特に限定されないが、２０分以上が好ましく
、３０分以上がより好ましく、１時間以上がさらに好ましい。
【００７１】
　なお、上記では、本発明の鉄基粉末に絶縁皮膜を積層したものを圧粉成形する場合につ
いて説明したが、本発明はこれに限定されるものではなく、鉄基粉末の表面に、リン酸系
化成皮膜やクロム系化成皮膜などの無機物を被覆した粉末と、上記樹脂からなる絶縁用粉
末を混合したものを圧粉成形してもよい。
【実施例】
【００７２】
　以下、本発明を実施例によって更に詳細に説明するが、下記実施例は本発明を限定する
性質のものではなく、前・後記の趣旨に適合し得る範囲で適当に変更して実施することも
可能であり、それらはいずれも本発明の技術的範囲に含まれる。
【００７３】
　実施例１
　神戸製鋼所製のアトマイズ粉末「アトメル３００ＮＨ」を日本粉末冶金工業会で規定さ
れる「金属粉のふるい分析試験方法」（ＪＰＭＡ　Ｐ０２－１９９２）に準拠して目開き
２５０μｍの篩を用いて篩い分けし、篩を通過した粉末を回収し、これを水素ガス雰囲気
中で、９７０℃で２時間還元した。還元後、解砕したものを、目開き２５０μｍまたは４
２５μｍの篩を通した。篩を通過した粉末は９５質量％以上であった。
【００７４】
　次に、篩を通過した粉末について、目開き４５μｍ、６３μｍ、７５μｍ、１０６μｍ
、１５０μｍ、１８０μｍ、または２５０μｍの篩を用いて篩い分けして篩上に残った粉
末を回収した。各粉末の粒子径を下記表１に示す。なお、各篩上に残った粉末の割合は９
９質量％以上であった。
【００７５】
　下記表１に示した粉末の表面に、リン酸系化成皮膜を形成した後、シリコーン樹脂皮膜
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に、下記条件で熱処理した後、リン酸系化成皮膜を形成し、次いでシリコーン樹脂皮膜を
形成して絶縁処理した（表１のＮｏ．９～１６に相当）。
【００７６】
　［熱処理条件］
　熱処理は、下記表１に示した粉末を、水素ガス雰囲気中で、９７０℃、２時間熱処理し
た後、これを解砕する工程を３回繰返して鉄基粉末を得た。３回繰返した後、上記と同じ
方法で各種篩を用いて分級して粉末の粒度を調整した。熱処理後における粉末の粒子径を
下記表１に示す。
【００７７】
　粒度調整した粉末［熱処理しないもの（Ｎｏ．１～８）については熱処理前の粉末。熱
処理したもの（Ｎｏ．９～１６）については熱処理後の粉末。］の断面を観察し、該鉄基
粉末断面に認められる結晶粒径を測定した。この結晶粒径の分布を作成し、結晶粒径が小
さい方から数えて１０％（Ｄ１０）に当たる結晶粒径、２０％（Ｄ２０）に当たる結晶粒
径、３０％（Ｄ３０）に当たる結晶粒径を夫々求めた。Ｄ１０～Ｄ３０での結晶粒径を下
記表１に示す。なお、粉末の断面観察には、光学顕微鏡を用い、観察倍率２００倍で行っ
た。このとき、粉末の断面径が粒度分布内である粉末５０個の断面について観察し、各鉄
基粉末について結晶粒径を測定して最大結晶粒径を少なくとも含む結晶粒径分布を求めた
。結晶粒径は５０～１５０個測定した。
【００７８】
　［絶縁処理条件］
　リン酸系化成皮膜は、水を１０００部、Ｈ3ＰＯ4を７０部、リン酸ナトリウム［Ｎａ3

ＰＯ4］を２７０部、硫酸ヒドロキシルアミン［（ＮＨ2ＯＨ）2Ｈ2ＳＯ4］を７０部、お
よびリン酸コバルト８水和物［Ｃｏ3（ＰＯ4）2・８Ｈ2Ｏ］を１００部混合したものを原
液とし、これを２０倍に希釈した処理液５０部を、上記粉末１０００部に添加して、Ｖ型
混合機を用いて５～６０分混合した後、大気中で２００℃、３０分間乾燥し、目開き３０
０μｍの篩を通した。リン酸系化成皮膜の膜厚は、約５０ｎｍであった。
【００７９】
　シリコーン樹脂皮膜は、信越化学工業製の「ＫＲ２２０Ｌ」（メチル基１００モル％、
Ｔ単位１００モル％）をトルエンに溶解させて、２質量％の固形分濃度の樹脂溶液を作製
し、鉄粉に対して樹脂固形分が０．１％となるように添加混合し、加熱乾燥（７５℃、３
０分間）した。即ち、シリコーン樹脂皮膜の付着量は、シリコーン樹脂皮膜が形成された
鉄基粉末を１００質量％としたとき０．１質量％であった。
【００８０】
　次に、絶縁処理後の粉末に、予備硬化処理（大気中で、１５０℃、３０分間）した後、
成形体に圧粉成形した。圧粉成形は、ステアリン酸亜鉛をアルコールに分散させたものを
金型表面に塗布した後、上記予備硬化処理した粉末を入れ、室温（２５℃）で、面圧を約
１０ｔｏｎ／ｃｍ2（９８０ＭＰａ）で加圧し、成形体の密度が７．５０ｇ／ｃｍ３とな
るように成形した。成形体の形状は、外径４５ｍｍ、内径３３ｍｍ、厚み約５ｍｍのリン
グ状で、１次巻線を４００ターン、２次巻線を２５ターンとした。
【００８１】
　成形体の保磁力を理研電子製の直流磁化Ｂ－Ｈ特性自動記録装置「ｍｏｄｅｌ　ＢＨＳ
－４０」を用いて最大励磁場（Ｂ）を５０（Ｏｅ）として測定した。測定結果を下記表１
に併せて示す。
【００８２】
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【表１】

【００８３】
　表１から次のように考察できる。Ｎｏ．１～１１は、Ｄ３０での結晶粒径が５０μｍ未
満である。従って鉄基粉末断面を観察し、該鉄基粉末断面に認められる結晶粒径を測定し
たときに、結晶粒径が５０μｍ以上の粉末が少ないため、成形体の保磁力が大きく、ヒス
テリシス損を低減できていない。一方、Ｎｏ．１２～１６は、Ｄ３０での結晶粒径が５０
μｍ以上である。従って鉄基粉末断面を観察し、該鉄基粉末断面に認められる結晶粒径を
測定したときに、結晶粒径が５０μｍ以上の粉末が多くなり、成形体の保磁力が小さくな
る。その結果、成形体のヒステリシス損を低減できる。
【００８４】
　実施例２
　熱処理条件と結晶粒径と保磁力の関係について調べた。上記実施例１のＮｏ．１４にお
いて、熱処理の条件を下記表２に示すように変化させる以外は同じ条件とし、Ｄ３０での
結晶粒径を測定した。結果を下記表２に示す。
【００８５】
　次に、上記実施例１のＮｏ，１４と同様に絶縁処理した後、予備硬化処理（大気中で、
１５０℃、３０分間）し、これを圧粉成形した。圧粉成形は、上記実施例１と同様に行な
い、成形体の密度が７．５０ｇ／ｃｍ3となるように成形した。
【００８６】
　成形体の保磁力を上記実施例１と同じ条件で測定した。測定結果を下記表２に併せて示
す。
【００８７】
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【表２】

【００８８】
　表２から次のように考察できる。熱処理時間を長くすれば、結晶粒径は粗大化し、その
結果、圧粉磁心の保磁力を低減することができる。また、熱処理温度と熱処理時間が同じ
場合には、熱処理を繰返して回数を多くするほど結晶粒径は粗大化し、成形体の保磁力を
低減することができる。
【００８９】
　実施例３
　絶縁皮膜の種類と鉄損の関係について調べた。上記実施例１において、絶縁皮膜の種類
を変える以外は、同じ条件で絶縁皮膜が形成された鉄基粉末を得た。絶縁皮膜は、（１）
シリコーン樹脂皮膜のみ形成、（２）リン酸系化成皮膜のみ形成、（３）リン酸系化成皮
膜の表面に、シリコーン樹脂皮膜を形成、の３種類とした。なお、（３）の積層構造は、
上記実施例１と同じである。
【００９０】
　上記絶縁皮膜が形成された鉄基粉末を、上記と同じ方法で各種篩を用いて分級し、粉末
の粒度を調整した。
【００９１】
　次に、粒度調整後の粉末に、予備硬化処理（大気中で、１５０℃、３分間）した後、こ
れを圧粉成形した。圧粉成形は、上記実施例１と同様に行ない、成形体の密度が７．５０
ｇ／ｃｍ3となるように成形した。圧粉成形後、窒素雰囲気下で、４５０℃で３０分間の
歪取焼鈍を行った。昇温速度は約５０℃／分とし、歪取焼鈍後は炉冷した。得られた成形
体の鉄損を横河電機製の自動磁気試験装置「Ｙ－１８０７」を用いて周波数２００Ｈｚ、
励磁磁束密度１．５Ｔとして測定した。結果を下記基準で評価し、評価結果を表３に併記
した。
【００９２】
　［基準］
○：鉄損が４０Ｗ／ｋｇ以下
△：鉄損が４０Ｗ／ｋｇ超、５０Ｗ／ｋｇ未満
×：鉄損が５０Ｗ／ｋｇ以上
【００９３】
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【表３】

【００９４】
　表３から次のように考察できる。渦電流損を小さくして、鉄損を低減するには、鉄基粉
末の結晶粒径を大きくすると共に、粒子径を大きくし、且つ鉄基粉末の表面に、リン酸系
化成皮膜を形成するか、リン酸系化成皮膜とシリコーン樹脂皮膜をこの順で形成すれば良
いことが分かる。
【００９５】
　実施例４
　リン酸系化成皮膜の組成と比抵抗の関係について調べた。上記実施例１の表１に示した
Ｎｏ．１４において、リン酸系化成皮膜の組成を変えた以外は、上記実施例１と同様にし
て、鉄基粉末にリン酸系化成皮膜と、シリコーン樹脂皮膜を形成して絶縁処理した。なお
、リン酸系化成皮膜を形成する際には、下記に示す組成の原液を用い、リン酸系化成皮膜
の組成を変化させた。
【００９６】
　Ｎｏ．５１で用いた原液…水を１０００部、Ｈ3ＰＯ4を１９３部
　Ｎｏ．５２で用いた原液…水を１０００部、Ｈ3ＰＯ4を１９３部、ＭｇＯを３１部、Ｈ

3ＢＯ3を３０部
　Ｎｏ．５３で用いた原液…水を１０００部、Ｈ3ＰＯ4を１９３部、ＭｇＯを３１部、Ｈ

3ＢＯ3を３０部、Ｈ3ＰＷ12Ｏ40・ｎＨ2Ｏを１４３部
　Ｎｏ．５４で用いた原液…水を１０００部、Ｈ3ＰＯ4を１９３部、ＭｇＯを３１部、Ｈ

3ＢＯ3を３０部、ＳｉＯ2・１２ＷＯ3・２６Ｈ2Ｏを１４３部
　Ｎｏ．５５で用いた原液…水を１０００部、Ｎａ2ＨＰＯ4を２７０部、Ｈ3ＰＯ4を７０
部、（ＮＨ2ＯＨ）2Ｈ2ＳＯ4を７０部
　Ｎｏ．５６で用いた原液…水を１０００部、Ｈ3ＰＯ4を７０部、Ｎａ3ＰＯ4を２７０部
、（ＮＨ2ＯＨ）2Ｈ2ＳＯ4を７０部、Ｃｏ3（ＰＯ4）2・８Ｈ2Ｏを１００部
【００９７】
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　絶縁処理後の粉末に、予備硬化処理（大気中で、１５０℃、３０分間）した後、圧粉成
形した。圧粉成形は、上記実施例１と同様に行ない、成形体の密度が７．５０ｇ／ｃｍ3

となるように成形した。なお、成形体の寸法は、３１．７５ｍｍ×１２．７ｍｍ×厚み約
５ｍｍである。
【００９８】
　圧粉成形後、窒素雰囲気下で、５５０℃、３０分間の歪取焼鈍した。昇温速度は約５０
℃／分とし、歪取焼鈍後は炉冷した。得られた成形体の比抵抗を、岩崎通信機製のデジタ
ルマルチメータ「ＶＯＡＣ－７５１０」を用いて測定し、測定結果を表４に示した。
【００９９】
【表４】

【０１００】
　表４から、リン酸系化成皮膜の中に、Ｎａ，Ｓ，Ｓｉ，Ｗ，およびＣｏのいずれか１種
以上の元素が含まれているＮｏ．５２～５６は、含まれていないＮｏ．５１に比べて、高
温における比抵抗が高いことがわかる。特に、ＮａとＳを併用したＮｏ．５５やＮｏ．５
６は、非常に良好な性能を示した。
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